
③通級による指導の現状   

通級による指導は、小ヰ学校の通常の学級に在籍している障害の軽い子どもが、ほとんどの授業  
を通常の学級で受けながら、障害の状態等に応じた特別の指導を特別な場（通級指導教室）で受ける  
指導形態である。通級の対象は、言語障害、自閉症、情緒障害、学習障害（LD）、注意欠陥多動性障害  
（ADHD）、弱視、難聴などである。   



通級による指導を受けている児童生徒数の推移（公立小・中学校合計）  
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※各年度5月1日現在  
※「難聴その他」は難聴、弱視、肢体不自由及び病弱・身体虚弱の合計  
※「注意欠陥多動性障害」及び「学習障害」は、平成18年度から新たに通級指導の対象として学校教育法施行規則に規定  

（併せて「自閉症」も平成18年度から対象として明示＝平成17年度以前は主に「情緒障害」の通級指導教室にて対応）   
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特別支援学校のセンター的機能  

センター的機能の具体例  

①小・中学校等の教員への支援、  

②特別支援教育等に関する相談■情報提供  

③障害のある児童生徒等への指導・支援  

④福祉、医療、労働関係機関等との連絡・調整  

⑤小ヰ学校等の教員に対する研修協力  

⑥障害のある児童生徒等への施設設備等の提供   



特別支援学校学習指導要領等の改訂（平成21年3月告示）  

幼稚園、小学校、中学校  
及び高等学校の教育課  

程の改善に準じた改善  

障害の重度・重複化、多  
様化に対応し、一人一人  

に応じた指導を一層充実  

自立と社会参加を推進す  

るため、職業教育等を充  
実  

1．今回の改訂の  

基本的考え方  

障害の重度・重複化、多様化への対応  

○ 障害の重度・重複化、発達障害を含む多様な障害に応じた指導を充実するため、「自立  

活動」の指導内容として、「他者とのかかわりの基礎に関すること」などを規定  

○ 重複障害者の指導に当たっては、教師間の協力した指導や外部の専門家を活用するな  

どして、学習効果を高めるようにすることを規定  
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一人一人に応じた指導の充実  

○ 一人一人の実態に応じた指導を充実するため、全ての幼児児童生徒に「個別の指導計  

画」を作成することを義務付け  

○学校、医療、福祉、労働等の関係機関が連携し、一人一人のニーズに応じた支援を行うた  
め、すべての幼児児童生徒に「個別の教育支援計画」を作成することを義務付け  

自立と社会参加に向けた職業教育の充実  

○特別支援学校（知的障害）における職業教育を充実するため、高等部の専門教科として  

「福祉」を新設  

○地域や産業界と連携し、職業教育や進路指導の充実を図ることを規定  
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特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議  

◇特別支援教育の更なる充実に向けて（審議の中間とりまとめ）  

～早期からの教育支援の在り方について～  

平成21年2月12日  

☆基 的な雇え  
■「  

障害のある子どもに対する多様な支援全体を一 貫した「教育支援」  
と捉え、個別の教育支援計画の作成・活用を通じて、特別支援教育ゐ  
理念の実現を図る。  

○早期からの教育相談・支援の充実  

・教育委員会は、特別支援学校のセンター的機能等の十分な活用を図るとともに、体制整備   
や専門性の向上、医療、福祉、保健等関係機関との連携による情報共有化等を通じて、   
早期からの教育相談・支援 の更なる充実を図ることが必要。   

・幼稚園での個別の教育支援計画の作成・活用等を推進するため、教育委員会が首長部局等  

と連携しつつ、専門家チームの派遣や教員  多の機会を提供するなど、  
することが必要。   
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○就学指導の在り方  

・幼児教育段階から、義務教育への円滑な移行を図るため、  会が幼稚  町村教   園、  

保育所、医療、福祉、保健等の関係機関と連携して就学移行期における個別の教育支  
援計画を作成する。  

障害のある子どもが就学する学校について、個別の教育支援計画の作成・活用を通じ  
て、 障害卿ズし  

保護者や専門家の意見し就学先の学校における教育や支援の内容等を総合的に判断上  

て決定する仕組みとする。  

就学する学．校の決定は、個別の教育支援計画の作成・活用を通じてイ  者との共  

認識を醸成し、保護者の意見を十分に踏まえることを前提として、   リ度としては   

教育を実施する頁任を有する教育委員会が決定することとし、就学後も継続的な就学   
相談・指導を行うなど適切かつ柔軟できめ細かな対晦を行うことが必要。  

○居住地の小・中学校との力＼力＼わり  

・特別支援学校に就学する児童生徒が、居住地の小・中学校との交流を深めるための   
里盤（東京都の副籍、埼玉県の支援籍等）について、国においても指針を示すこと  
等により促進。  

○市町村教育委員会等の体制整備  

・市町村教育委員会等が適切な教育支援を行うためには、教育委員会に特別支援教育   

の経験豊かな職員を配置したり、退覇教員を非常勤職員等として配置したりするな  
どの体制整備を図ること等が必要。  
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